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東海市立養父児童館・東海市立養父健康交流の家指定管理者制度実施方針 

 

東海市（以下「市」という。）では、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定により、施設の効果的・効率的な管理運営を通じ、市民サービス

の向上及び経費の縮減を図ることを目的とした指定管理者制度を平成１８年度（２００

６年度）から導入しています。 

本実施方針は、令和９年度（２０２７年度）からを指定期間とする東海市立養父児童

館（以下「養父児童館」という。）及び東海市立養父健康交流の家（以下「養父健康交

流の家」という。）の管理運営を行う指定管理者の業務等に関する方針を定め、公表す

るものです。なお、東海市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第５条の

規定により、養父町内会連合会へ公募によらない指定（任意指定）をする予定です。 

 

１ 施設の概要 

名  称 養父児童館 養父健康交流の家 

所 在 地 東海市養父町宮山１７番地の１ 

竣  工 平成３０年（２０１８年）４月 

構  造 鉄骨造 ３階建て 

延床面積 ８９９．７３㎡  

施

設 

内

容 

1階 
プレイルーム、キッズスペース、 
工作コーナー 

地域交流サロン、キッチン、テラス 

2階 図書コーナー 健康増進スペース 

3階 地域交流スペース（学習）､（集会） － 

共通 
駐車場９台、男子トイレ、女子トイレ、多目的トイレ、エレベータ
ー、非常用階段、駐輪場 

その他 ①施設は地域の避難施設としての機能も有しています。 
②職員用駐車場は確保していません。 

２ 施設の設置目的と指定管理者への期待値 

施設の設置目的を具体的に指標化し、その向上を指定管理者に期待します。 

 ⑴ 養父児童館 

  ア 施設の設置目的 

小地域を対象として児童に健全な遊びを与え、個別的及び集団的に指導してそ

の健康を増進し、情操を豊かにするとともに、地域組織活動の育成と助長を図る

ための施設として設置する。 
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  イ 指定管理者への期待値 

㋐ 利用者の増進を図る 

指標１ １年間の施設利用者数 

現状の数値 
10,323人 

(令和７年度（２０２５年
度）実績) 

指定管理者に 
期待する数値 

10,000人 
（毎年度期待値） 

㋑ 利用者の満足度を向上させる 

指標２ 施設を利用した人の施設利用満足度 

現状の数値 
91.5％ 

(令和７年度（２０２５
年度）実績) 

指定管理者に 
期待する数値 

85.0％ 
（毎年度期待値） 

 ⑵ 養父健康交流の家 

  ア 施設の設置目的 

高齢社会の進展が確実な中、高齢者の地域における居場所となり、健康増進及

び交流促進の拠点として設置する。 

イ 指定管理者への期待値 

㋐ 利用者の増進を図る 

指標１ １年間の施設利用者数 

現状の数値 

10,998人 

(令和７年度（２０２５年
度）実績) 

指定管理者に 

期待する数値 

10,000人 

（毎年度期待値） 

㋑ 利用者の満足度を向上させる 

指標２ 施設を利用した人の施設利用満足度 

現状の数値 
85.5％ 

(令和７年度（２０２５年
度）実績) 

指定管理者に 
期待する数値 

90.0％ 
（毎年度期待値） 

３ 関係条例等 

 東海市立児童館の設置及び管理に関する条例 

 東海市立児童館運営規則 

 東海市立敬老の家の設置及び管理に関する条例 

 東海市立敬老の家管理規則 

４ 指定管理者が行う業務 

  指定管理者が行う業務は次のとおりとします。 

 養父児童館 

ア 施設及び設備の維持管理に関する業務 
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イ 児童に健全な遊びを与え、個別的及び集団的に指導してその健康を増進し、情

操を豊かにするとともに、地域組織活動の育成と助長に資する事業等の実施に関

する業務 

ウ その他児童館の管理運営に関し、市が必要と認める業務 

 養父健康交流の家 

ア 施設及び設備の維持管理に関する業務 

イ 利用の許可、許可の取消し等に関する業務 

ウ 高齢者の健康増進及び交流促進に資する事業等の実施に関する業務 

エ その他健康交流の家の管理運営に関し、市が必要と認める業務 

５ 指定管理者の提案による業務（自主事業） 

指定管理者は、事前に市の承認を得て、施設の設置目的を効果的に達成するための

事業を企画し、運営することができます。この事業は、指定管理者でない一団体とし

て行う行為となります。 

事業にかかる費用は、指定管理者の自主採算とします。利用者又は参加者から料金

を徴収することができ、事業により得た利益は指定管理者である団体としての収入と

なりますが、損失が発生した場合、市は補填を行いません。また、経理は、指定管理

者として実施する他の指定事業等と明確に区分してください。 

６ 管理の基準 

 関係法令等の遵守 

   条例等関係法令を遵守し、施設の設置目的に沿った管理運営を行ってください。 

  個人情報の取扱い 

指定管理者は、個人情報の取扱いについて、個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）第４章の規律が適用されますが、指定管理業務については同

法第６６条第２項の規定により行政機関等と同様の安全管理措置義務を負うことに

なります。 

  守秘義務 

指定管理者は、指定管理業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏

らし、また、自己の利益のために使用することはできません。指定期間終了後も同

様とします。 

 書類等の管理・保存及び情報公開 
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指定管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した書類等については、市長の指

示に基づき、別途取り扱い規定等を定めるなど適正に管理・保存及び情報公開をす

るものとします。また、指定期間時終了時に市長の指示に従い、当該書類等を引き

渡すものとします。 

 開館時間、休館日 

名   称 養父児童館 養父健康交流の家 

開  館 
時  間 

①４月１日から９月３０日までにあっ

ては、午前９時から午後６時まで（そ

の日が国民の祝日に関する法律（昭和

２３年法律第１７８号）に規定する休

日（以下「休日」という。）の翌日

（休日にあたる日を除く。次の項目も

同じ。）に当たるときは午後２時から

午後６時まで） 

②１月４日から３月３１日まで及び１

０月１日から１２月２８日までにあっ

ては、午前９時から午後５時まで（そ

の日が休日の翌日に当たるときは、午

後２時から午後５時まで） 

午前９時から午後５時ま

で 

休館日 

①月曜日（月曜日が休日に当たるとき

は、その日後において、その日に最も

近い日で休日でない日） 

②休日の翌日であって、土曜日又は日

曜日に当たる日 

③１月１日から同月３日まで及び１２

月２９日から同月３１日まで 

１月１日から同月３日ま

で及び１２月２９日から

同月３１日まで 

休館日及び
開館時間等
の変更 

指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て、

休館日及び開館時間を臨時に変更することができます。 

７ 指定期間 

令和９年（２０２７年）４月１日から令和１２年（２０３０年）３月３１日までの

３年間 

８ 指定管理者の収入 

  管理運営に当たっての指定管理者の収入は、市が支払う指定管理料とします。指定

管理料は、申請者の収支計画において提案された金額に基づき、市と締結する協定額

です。なお、選定要項に指定管理料の上限額を明示します。 

９ 市の業務 
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  市が実施する主な業務は、次のとおりです。 

 指定管理者による管理運営状況等の監督に関すること。 

 施設本体の瑕疵による傷害等に関すること。 

 １件当たり５万円（消費税及び地方消費税を含む。）を超える施設修繕及び備品

修繕。 

 目的外使用許可に関すること。 

10 市と指定管理者のリスク分担 

市と指定管理者のリスク分担は、別表のとおりとします。ただし、別表に定める事

項に疑義が生じた場合又は別表に定めのないリスクが生じた場合は、市と指定管理者

が協議の上リスク分担を決定します。 

11 選定方法等 

 選定方法 

東海市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第５条の規定に基づ

き、養父町内会連合会へ任意指定する予定です。 

  選定スケジュール（予定） 

   選定スケジュールは、以下を予定しています。 

  ア 選定要項の配布    令和８年（２０２６年） ７月下旬 

  イ 質問書の受付                 ８月上旬 

  ウ 質問書の回答                 ８月中旬 

  エ 提案書等の受付                ８月下旬 

  オ 提案書等のヒアリング             ８月下旬 

カ 選定委員会による選定             ９月下旬から１０月上旬 

キ 選定結果等の公表              １０月下旬 

ク 指定管理者との協議             １０月下旬から随時 

ケ 指定管理者の指定      令和８年第４回市議会定例会（１２月開会） 

コ 協定書の締結     令和９年（２０２７年） １月下旬 

サ 事業計画書の提出                ２月末 

 選定基準 

選定基準は、次に掲げる事項とします。また、これ以外に、施設の性質及び目的

に応じた選定基準を作成することとします。なお、その詳細は、選定要項にて公表
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します。 

ア 利用者の平等利用の確保及び個人情報の保護がされているか。 

イ 事業計画の内容が施設の効用を最大限に発揮するものとなっており、合わせて

管理に係る経費の縮減が図られるものとなっているか。 

ウ 事業計画書に沿った管理運営を安定して行う物的能力及び人的能力を有してい

るか。 

エ 事業計画の内容が施設の設置目的及び業務内容を理解したものとなっており、

創意工夫や積極性が見られ、具体的であるか。 

 選定結果 

指定管理者の選定結果は、令和８年（２０２６年）１０月下旬を目途に文書によ

り通知します。また、市のホームページ等で必要な事項を公表します。 

 指定管理者の指定 

令和８年第４回東海市議会定例会（１２月開会）において、指定管理者の指定に

関する議決を経て、指定管理者の指定を行います。 

12 参考資料 

 東海市立児童館の設置及び管理に関する条例  別添資料１ 

 東海市立児童館運営規則           別添資料２ 

 東海市立敬老の家の設置及び管理に関する条例 別添資料３ 

 東海市立敬老の家管理規則          別添資料４ 

13 問合せ先  

施設名 養父児童館 養父健康交流の家 

担当課 東海市市民福祉部 こども課 東海市市民福祉部 高齢者支援課 

住所 〒476-8601 

東海市中央町一丁目 1番地 

〒476-0003 

東海市荒尾町西廻間２番地の１

（しあわせ村内） 

電話番号 052-603-2211、0562-33-1111 

(内線 683) 

052-689-1600 

(内線 508) 

FAX 052-604-9290 052-602-0390 

E-mail kodomo@city.tokai.lg.jp kourei@city.tokai.lg.jp 
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別表 

東海市立養父児童館及び東海市立養父健康交流の家リスク分担表（想定） 

下記に示すものは想定であり、指定管理者との協定の締結において、正式にリスク分

担を行います。 

分類 内容 市 
指定 

管理者 

全

般 

物価変動 

人件費、物品費等の物価変動に伴う経費の増  ○ 

市直営の児童館で従事する児童厚生員との報酬

単価の均衡を図るための経費の変動 
○  

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

政治、行政

的理由によ

る事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の

継続に支障が生じたもの 
○  

不可抗力 

不可抗力（天災、暴動など）に伴う、施設、設

備の修復に関するもの 
○  

不可抗力（天災、暴動など）に伴う、施設管

理、運営業務の変更、中断に関するもの 
協議 

自主事業 自主事業の運営に関するもの  ○ 

債務不履行 
指定管理者の債務不履行による指定管理業務の

破綻等 
 ○ 

制

度

関

連 

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更  ○ 

税制度の変

更 

施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

施

設

運

営 

書類の誤り 

仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

指定管理者が作成した書類等の内容の誤りによ

るもの 
 ○ 

資金調達 

市から指定管理者への経費の支払遅延によって

生じたもの 
○  

指定管理者から業者等への支払遅延によって生

じたもの 
 ○ 

周辺地域・

住民及び施

設利用者へ

の対応 

地域との協調  ○ 

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設

利用者からの反対、訴訟、要望への対応 
 ○ 

上記以外 ○  

施

設

維

持

管

理 

施設、設

備、備品の

損傷等 

指定管理者の故意又は重大な過失によるもの  ○ 

施設・設備の設計、構造上の原因によるもの ○  

第三者の行為から生じたもので相手が特定でき

ない、上記以外の理由（経年劣化）による施

設、設備、備品の損傷等 

別記「修繕等の費

用負担区分」によ

る 
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※ 本表に定める事項で疑義がある場合又は本表に定めのないものについては、市

と指定管理者が協議の上、決定します。  



9 

別記 

 

修繕等の費用負担区分 

分  類 内    容 市 
指定 

管理者 

施設設備（建物、構

築物及び建物の付帯

設備の修繕）・備品

の修繕 

１件当たり５万円（消費税及び地方消費税

を含む。）を超えるもの 
○  

１件当たり５万円（消費税及び地方消費税

を含む。）以下のもの 

※備品の修繕費用が備品の更新費用より高

額な場合で、かつ、１件あたり５万円（消

費税及び地方消費税を含む。）以下の備品

の更新を含む。 

 ○ 

備品の帰属 

備品の修繕費用が備品の更新費用より高額な場合で、かつ、１件当たり５万円（消費

税及び地方消費税を含む。）以下の備品の更新について、指定管理料に含まれる修繕費

又は利用料金収入により、指定管理者が更新した備品であっても、市の所有に属するも

のとします。 


